
(2)各会計、関係団体の財政状況及び健全化判断比率（都道府県）
一般会計等の財政状況（単位：百万円） 地方公社・第三セクター等の経営状況及び地方公共団体の財政的支援の状況（単位：百万円）
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※地方公共団体が損失補・等を行っている出資法人で、健全化法の算出対象となっている団体については、○印を付与している。
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備考
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現在高

左のうち
一般会計等
負担見込額

一部事務組合等名
総収益
（歳入）

総費用
（歳出）

純損益
（形式収支）

資金剰余額/不足額

（実質収支）

他会計等からの
繰入金

8,498

連結実質赤字額

-32,932 12,065 -

458港湾施設整備事業特別会計 597 174 423 -

17

- 286

法適用

-

- -

法適用

工業用水道事業会計 1,418 1,185 233 3,544

-- - -3,940 18,911

2

916

12,065

- -38

- （公）愛媛県立医療技術大学 1,285 6311,256

電気事業会計 2,208 2,041 167

病院事業会計 38,915 34,649 1,266

-

9,312

1,686

法適用 （財）愛媛県スポーツ振興事業団2,810 5 4,423 - - -

---

-

-500 -

1,200

会計名
総収益
（歳入） （公財）愛媛県暴力追放推進センター ▲1 666 300 - - - -

-

（財）愛媛県文化振興財団 1

135 5

- -1,804

- -

-1

-- -

-

総費用
（歳出）

純損益
（形式収支）

企業債（地方債）
現在高

4資金剰余額/不足額
（実質収支）

他会計等からの
繰入金

左のうち
一般会計等
繰入見込額

資金不足比率 備考
（財）愛媛県埋蔵文化財調査センター

757,707 745,874 11,833 3,365

- 23

991,151

愛媛県住宅供給公社

17 529南レク（株）- - -

- -

- -

- -

-401

10

10 -▲37 215

松山観光港ターミナル（株） 3

実質赤字額 （公財）愛媛県動物園協会

公債管理特別会計 106,109 -106,109 - - 92,781 愛媛県土地開発公社 ▲7

644 256

-

- - - -

- -345 30 - -

奨学資金 1,099

自動車集中管理（重複会計） 19 8 11

630 469 - -

-11 -

（財）愛媛県栽培漁業基金 ▲4

42 -

- -2,362 665

（財）愛媛の森林基金 9

-

-

122 -

-

1,100 400 - -

- -

-

- - （社）愛媛県園芸振興基金協会 ▲7 - -675 45用品調達（重複会計） 270 270 -

公共用地整備事業 3,875 2,426 1,449

-

- - （財）えひめ農林漁業担い手育成公社 1 1919 138

- - -- -3 178 （財）愛媛県水産振興基金 7- - -沿岸漁業改善資金 181

林業改善資金 258

- 37990 1,427 11

42 216

402 120

（財）松山観光コンベンション協会 ▲1-- 5

1,187 3,000 950（財）えひめ産業振興財団 45▲2221 102県有林経営事業 182 2,403 ▲2221

-

150 11,533 -- -

- - - -537 150

国営農業水利事業負担金 2,233 2,233 - - 1,894 - -48 2 -- （財）伊方原子力広報センター ▲2 - -

3,468 936 --- - -

600 1,122 - -

農業改良資金 399 37 362 - 2 愛媛エフ・エー・ゼット（株） 12157

（財）えひめ女性財団 1011,504

162

1,034

▲6 1,552

▲1307

-

-3

1,000 -

125 - -

-- -

-

中小企業振興資金 1,722

母子寡婦福祉資金 387

18 - - -

- --5

-松山空港ビル（株） 456 3003,395

（財）愛媛県国際交流協会 -1,000災害救助基金 103 103 - 103

（財）愛媛県廃棄物処理センター300 -

-

87

-

- 40

10,160

会計名 歳入 歳出 形式収支 備考

977,31318,822

実質収支

5,575

愛媛県

一般会計等
負担見込額 備考

平成22年度

当該団体からの
損失補償に係る
債務残高

経常損益
当該団体からの
債務保証に係る
債務残高

当該団体からの
貸付金

純資産又は
正味財産

当該団体からの
出資金

公営企業会計等

一部事務組合等 地方公社・第三セクター等

当該団体からの
補助金

他会計等からの
繰入金

地方債
現在高

一般会計 640,870 630,710

地方公社・第三セクター等名

-
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